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中中小小企企業業のの事事業業承承継継のの現現状状とと今今後後のの対対策策
――事事業業承承継継協協議議会会中中間間報報告告をを踏踏ままええてて――

は
じ
め
に

「
事
業
の
将
来
性
、
後
継
者

不
足
、
相
続
人
間
の
遺
産
分
割

や
遺
留
分
、
相
続
税
の
問
題
な

ど
、
日
本
経
済
を
支
え
る
べ
き

中
小
企
業
の
事
業
承
継
に
は

様
々
な
課
題
が
あ
り
、
そ
の
解

決
を
図
る
こ
と
は
、
雇
用
の
確

保
や
地
域
の
経
済
活
力
維
持
の

観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。
」

こ
れ
は
、
平
成
１９
年
度
税
制

改
正
大
綱
の
検
討
事
項
に
盛
り

込
ま
れ
た
も
の
で
あ
る
。
中
小

企
業
は
言
う
ま
で
も
な
く
日
本

経
済
の
礎
で
あ
っ
て
、
企
業
数

で
全
体
の
９
割
以
上
、
雇
用
に

つ
い
て
は
約
７
割
を
占
め
て
い

る
。
高
齢
化
社
会
の
進
展
の
な

か
、
中
小
企
業
の
経
営
者
の
平

均
年
齢
も
毎
年
少
し
ず
つ
上
昇

す
る
傾
向
に
あ
っ
て
、
今
や
中

小
企
業
の
事
業
承
継
は
大
き
な

社
会
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
小
企
業
の
事
業

承
継
の
円
滑
化
に
向
け
て
、
中

小
企
業
庁
を
は
じ
め
と
し
た
各

種
機
関
で
様
々
な
取
り
組
み
を

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
本

稿
で
は
、
平
成
１８
年
６
月
に
出

さ
れ
た
事
業
承
継
協
議
会
の
中

間
報
告
書
を
踏
ま
え
て
、
中
小

企
業
の
事
業
承
継
の
実
態
と
、

そ
の
円
滑
化
に
向
け
て
の
具
体

的
な
取
り
組
み
に
つ
い
て
述
べ

て
い
き
た
い
。

中
小
企
業
の
事
業
承
継
の
実
態

昭
和
３０
年
代
か
ら
４０
年
代
に

か
け
て
の
高
度
成
長
期
に
お
い

て
数
多
く
の
法
人
が
設
立
さ

れ
、
現
在
、
そ
の
創
業
オ
ー
ナ

ー
の
年
齢
が
６０
才
以
上
の
法
人

数
は
１
２
０
万
社
あ
る
と
言
わ

れ
、
中
小
企
業
（
資
本
金
１
億

円
未
満
の
法
人
）
全
体
の
４３
・

３
％
（
２
０
０
２
年
）
に
及
ん

で
い
る
。
戦
後
の
創
業
オ
ー
ナ

ー
の
世
代
交
代
の
団
塊
期
で
あ

る
。経

営
者
が
５５
才
以
上
の
中
小

企
業
の
オ
ー
ナ
ー
に
お
い
て

は
、
そ
の
大
半
が
何
ら
か
の
形

で
他
社
に
法
人
を
引
き
継
が
せ

た
い
と
考
え
て
い
る
も
の
の
、

後
継
者
を
既
に
決
め
て
い
る
オ

ー
ナ
ー
の
割
合
は
約
４７
％
で
、

そ
の
う
ち
事
業
承
継
の
準
備
を

十
分
し
て
い
る
法
人
は
約
２０
％

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
が
現
状

で
あ
る
（
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
リ
サ
ー

チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
�

「
事
業
承
継
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
」
２
０
０
５
年
１２
月
）
。

ま
た
、
現
在
事
業
承
継
を
理

由
に
廃
業
し
て
い
る
企
業
は
約

７
万
社
あ
る
と
言
わ
れ
て
お

り
、
そ
れ
に
よ
り
失
わ
れ
る
雇

用
は
２０
〜
３５
万
人
に
の
ぼ
る
と

さ
れ
て
い
る
。

事
業
承
継
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

前
述
し
た
中
小
企
業
の
事
業

承
継
の
実
態
を
踏
ま
え
て
、
中

小
企
業
庁
は
平
成
１７
年
４
月
、

そ
の
後
に
相
次
い
で
出
さ
れ
た

報
告
書
の
た
た
き
台
と
も
い
え

る
「
事
業
承
継
関
連
法
制
等
研

究
会
中
間
報
告
」を
発
表
し
た
。

こ
れ
を
受
け
て
「
事
業
承
継

協
議
会
」
が
同
年
１０
月
に
発
足

し
、
よ
り
具
体
的
な
事
業
承
継

の
円
滑
化
に
向
け
て
の
検
討
作

業
に
入
っ
た
。

そ
し
て
翌
平
成
１８
年
６
月
、

事
業
承
継
協
会
は
、
３
つ
の
検

討
委
員
会
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
次

の
報
告
書
を
提
出
し
て
い
る
。

（
１
）
事
業
承
継
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

（
２
）
事
業
承
継
関
連
相
続
法

制
検
討
委
員
会
中
間
報
告

（
３
）
事
業
承
継
関
連
会
社
法

制
等
検
討
委
員
会
中
間
報
告

さ
ら
に
同
年
１０
月
に
は
、
事

業
承
継
将
来
像
検
討
委
員
会
中

間
報
告
が
同
委
員
会
よ
り
提
出

さ
れ
た
。

い
ず
れ
の
報
告
書
も
各
方
面
か

ら
事
業
承
継
に
つ
い
て
の
問
題

点
を
抽
出
し
、
そ
の
具
体
的
な

解
決
の
方
向
性
が
詳
細
に
記
述

さ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
動
向
を
踏
ま
え

て
、
平
成
１９
年
２
月
７
日
、
自

由
民
主
党
の
経
済
産
業
部
会

は
、
事
業
承
継
問
題
検
討
小
委

員
会
を
設
置
し
、
主
に
非
上
場

株
式
等
に
係
る
税
制
措
置
の
在

り
方
や
、
後
継
者
問
題
へ
の
対

応
、
相
続
法
上
の
問
題
（
遺
留

分
等
）
へ
の
対
応
等
を
と
り
あ

げ
、
６
月
の
中
間
と
り
ま
と
め

に
向
け
検
討
を
進
め
て
い
る
。

ま
た
、
こ
れ
を
受
け
て
平
成

１９
年
２
月
８
日
、
事
業
承
継
協

議
会
は
、
新
た
に
「
事
業
承
継

税
制
検
討
委
員
会
」
と
「
相
続

関
連
事
業
承
継
法
制
等
検
討
委

員
会
」
を
設
置
し
、
自
民
党
小

委
員
会
と
平
行
し
て
実
務
的
観

点
か
ら
検
討
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
る
。

事
業
承
継
の
円
滑
化
に
向
け
て
の

具
体
的
な
取
り
組
み

（
１
）
税
制
面
で
の
措
置

事
業
承
継
税
制
に
つ
い
て

は
、
昭
和
５８
年
に
創
設
さ
れ
た

「
小
規
模
宅
地
特
例
」
を
は
じ

め
と
し
て
以
下
に
あ
げ
る
制
度

が
設
け
ら
れ
て
い
る
（
制
度
の

内
容
に
つ
い
て
は
紙
面
の
都
合

上
割
愛
す
る
）
。

①

小
規
模
宅
地
特
例
（
措

法
６９
条
の
４
）

②

自
社
株
式
等
の
相
続
税

の
課
税
価
格
の
特
例
（
措
法
６９

条
の
５
）

③

相
続
株
式
を
自
社
に
売

却
し
た
場
合
の
相
続
人
株
主
の

課
税
の
特
例
（
措
法
９
条
の
７
）

④

相
続
時
精
算
課
税
制
度

（
相
法
２１
条
の
９
〜
２１
条
の
１８
）

な
お
、
精
算
課
税
制
度
は
、

平
成
１９
年
度
の
税
制
改
正
に
お

い
て
、
以
下
の
改
正
が
盛
り
込

ま
れ
て
い
る
。

�
取
引
相
場
の
な
い
株
式
等

に
係
る
相
続
時
精
算
課
税
制
度

の
特
例
の
創
設

取
引
相
場
の
な
い
株
式
等
の

生
前
贈
与
に
つ
い
て
、
以
下
の

要
件
を
満
た
す
場
合
に
お
い
て

相
続
時
精
算
課
税
の
適
用
に
あ

た
り
、
現
行
の
年
令
要
件
に
つ

い
て
は
、
親
の
年
令
を
６５
才
以

上
か
ら
６０
才
以
上
と
し
、
特
別

控
除
の
枠
に
つ
い
て
は
、
２
５

０
０
万
円
か
ら
３
０
０
０
万
円

と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
要
件
の

緩
和
が
は
か
ら
れ
た
。

ア
�
そ
の
会
社
の
相
続
税
評

価
額
で
計
算
し
た
発
行
済
株
式

等
の
総
額
が
２０
億
円
未
満
で
あ

る
こ
と

イ
�
次
の
す
べ
て
の
要
件

を
、
こ
の
特
例
の
選
択
に
係
る

贈
与
税
の
申
告
期
限
か
ら
４
年

を
経
過
す
る
と
き
に
お
い
て
満

た
し
て
い
る
こ
と

・

受
贈
者
が
そ
の
会
社
の

発
行
済
株
式
総
数
の
５０
％
超

を
所
有
し
、
か
つ
、
議
決
権
の

５０
％
超
を
有
し
て
い
る
こ
と

・

受
贈
者
が
そ
の
会
社
の

代
表
者
と
し
て
経
営
に
従
事

し
て
い
る
こ
と

ウ
�
そ
の
他
所
要
の
要
件
を

満
た
す
こ
と

�
信
託
税
制
の
整
備

ま
た
、
信
託
を
使
っ
た
新
た

な
遺
贈
の
方
式
と
し
て
前
記

「
事
業
承
継
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

で
は
、「
後
継
ぎ
遺
贈
型
受
益

者
連
続
の
信
託
」
の
活
用
が
紹

介
さ
れ
て
い
る
。
改
正
信
託
法

が
平
成
１８
年
１２
月
８
日
に
成
立

し
、
信
託
制
度
の
自
由
度
が
高

ま
っ
た
こ
と
を
受
け
て
、
新
た

な
類
型
の
信
託
に
対
応
す
る
税

制
の
整
備
が
は
か
ら
れ
た
。

（
２
）
法
務
面
で
の
措
置

①
会
社
法
の
活
用

平
成
１８
年
５
月
１
日
、
改
正

会
社
法
が
施
行
さ
れ
た
。
今
日

の
会
社
法
の
改
正
の
な
か
で
、

事
業
承
継
に
か
か
わ
る
改
正
項

目
と
し
て
、
ア
�
種
類
株
式
の

種
類
の
増
加
と
議
決
権
制
限
株

式
の
発
行
総
数
制
限
の
撤
廃
、

イ
�
相
続
人
等
に
対
す
る
自
社

株
の
売
渡
請
求
の
規
定
の
創
設

等
が
あ
げ
ら
れ
る
。

今
後
の
事
業
承
継
の
局
面
で

の
活
用
が
期
待
さ
れ
る
。
ま

た
、
平
成
１９
年
度
の
税
制
改
正

の
な
か
で
、
今
後
そ
の
活
用
が

特
に
期
待
さ
れ
る
３
類
型
の
種

類
株
式
（
配
当
優
先
の
無
議
決

権
株
式
、
社
債
類
似
株
式
、
拒

否
権
付
株
式
）
に
つ
い
て
の
評

価
方
法
が
明
確
に
さ
れ
た
（
詳

細
に
つ
い
て
は
割
愛
）
。

②
任
意
後
見
制
度
の
活
用

事
業
承
継
対
策
に
は
法
律
行

為
を
伴
う
こ
と
が
数
多
く
あ

り
、
将
来
経
営
者
の
判
断
能
力

が
低
下
し
た
場
合
、
法
律
行
為

が
で
き
な
く
な
る
可
能
性
が
あ

る
。
こ
う
し
た
事
態
の
発
生
に

よ
り
事
業
承
継
対
策
の
打
ち
よ

う
が
な
く
な
る
た
め
、
本
人
の

判
断
能
力
が
あ
る
う
ち
に
信
頼

の
置
け
る
「
任
意
後
見
人
」
を

本
人
の
意
思
で
選
任
し
て
契
約

を
結
ん
で
お
く
こ
と
に
よ
り
本

人
の
意
思
に
沿
っ
た
財
産
処
分

等
を
確
実
に
す
る
こ
と
が
で
き

る
（
「
第
二
の
遺
言
」
）
。

な
お
、
法
定
後
見
人
制
度
に

よ
る
後
見
人
は
家
庭
裁
判
所
の

審
判
に
よ
り
選
任
さ
れ
る
た

め
、
事
業
承
継
を
行
う
に
あ
た

っ
て
必
ず
し
も
適
当
な
者
が
選

任
さ
れ
る
か
が
不
明
の
た
め
、

事
業
承
継
対
策
上
は
、「
任
意

後
見
制
度
」
の
利
用
が
ベ
タ
ー

で
あ
る
。

ま
た
、
会
社
の
取
締
役
、
監

査
役
が
後
見
審
判
を
受
け
る
と
、

そ
の
欠
格
事
由
（
会
社
法
３
３

１
①
、
３
３
５
①
）
に
該
当
す

る
た
め
、
以
後
の
役
員
報
酬
等

の
支
給
は
で
き
な
く
な
る
。

③
個
人
保
証
・
担
保
の
処
理

民
間
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に

よ
れ
ば
、
中
小
企
業
代
表
者
が

法
人
の
金
融
機
関
の
借
入
に
対

し
て
個
人
保
証
を
提
供
し
て
い

る
割
合
は
、
実
に
８０
％
近
く
に

及
ん
で
い
る
。

と
り
わ
け
中
小
企
業
の
融
資

で
多
用
さ
れ
て
き
た
の
が
「
根

保
証
契
約
」（
保
証
す
る
金
額

や
期
間
の
制
限
が
定
め
ら
れ
て

い
な
い
場
合
が
多
い
）
で
、
保

証
人
に
重
い
返
済
責
任
が
課
さ

れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
は
、
中
小
企
業
の

後
継
者
（
特
に
親
族
外
承
継
者
）

に
と
っ
て
精
神
的
な
面
も
含
め

て
大
き
な
負
担
と
な
り
、
事
業

承
継
の
足
か
せ
と
な
っ
て
き
た
。

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
平
成

１７
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た

「
保
証
契
約
の
適
正
化
に
お
け

る
民
法
改
正
」
の
な
か
で
、
個

人
が
保
証
人
と
な
る
融
資
契
約

を
行
う
際
に
保
証
限
度
額
や
保

証
期
間
の
定
め
の
な
い
契
約
は

無
効
と
す
る
改
正
が
行
わ
れ
て

い
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
事
業
承

継
の
円
滑
化
の
た
め
に
は
、
法

人
の
債
務
の
圧
縮
や
債
務
保
証

の
軽
減
の
た
め
の
金
融
機
関
と

の
交
渉
が
不
可
欠
と
な
ろ
う
。

な
お
、会
計
参
与
制
度
を
導
入

す
る
こ
と
で
、
経
営
者
保
証
を

免
除
さ
せ
る
取
り
組
み
を
始
め

た
金
融
機
関
も
登
場
し
て
い
る
。

お
わ
り
に

本
稿
で
は
、
中
小
企
業
の
事

業
承
継
の
現
状
と
そ
の
具
体
的

な
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
そ
の

一
部
を
紹
介
し
た
も
の
で
あ
る
。

従
来
税
理
士
の
行
う
事
業
承

継
対
策
と
い
え
ば
、
相
続
税
の

節
税
対
策
と
し
て
考
え
が
ち
で

あ
っ
た
が
、
御
紹
介
し
た
事
業

承
継
協
議
会
中
間
報
告
を
読
む

と
、
そ
の
こ
と
は
む
し
ろ
副
次

的
な
こ
と
で
あ
っ
て
、
も
っ
と

広
い
視
野
か
ら
見
た
様
々
な
対

策
が
あ
る
こ
と
を
思
い
知
ら
さ

れ
た
。
中
小
企
業
経
営
者
に
と

っ
て
最
も
身
近
な
存
在
で
あ
る

税
理
士
の
事
業
承
継
問
題
に
か

か
わ
る
期
待
と
役
割
は
大
き

い
。
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